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日本における子どものマルトリートメント対応システムの検討と課題

一北米における区分対応モデルとの比較から一

子ども家庭福祉研究部　有村大士

要約

　平成16年の児童福祉法改正により、市町村が児童相談の一義的な相談対応機関として位置づけられた。同時に、

関係機関を含めた要保護児童地域対策協議会の設置などが法制化され、現在では設置が努力義務化された。しかしなが

ら、これらの改善により児童相談所の負担が少なくなったという指摘は少なく、逆に市町村支援等の業務が増加したと

いう指摘も多い。加えて、死亡事例対応の検証結果などから、全てのケースに対して24－48時問（所定時間）以内の対

応が求められるようになった。これらの現状は限られた人材、リソース、および専門性について効率的な運用が議論さ

れないまま、実践現場へ求められる専門性が高まっている状況と考えられる。本研究では北米を中心に制度、対応モデ

ルの中核的モデルとして発展してきた区分対応モデルを取り上げ、目本におけるマルトリートメント対応システムとの

比較を行うことにより、課題の抽出と今後のあり方について検討を行った。
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abusive　cases　dealt　within48hours．It　was　considered　that　efficient　ef琵ctive　management　was　left　without　discussion，

a皿d　the　specialization　required　in　the　ffont　line　workers　alone　increasing。In　this　study，it　took　up　North　American

system　especially　on　Dif偽rendal　Response　Model，compaling　with　Japanese　con’esponding　system　fbr　child
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1．問題意識と課題設定

　2007年に福祉行政報告例において集計された児童相

談所における子ども虐待対応件数の集計によると4万件

を超えた。平成2年にはじめて集計が発表されて以降、

増加の一途をたどっている。しかしながら一方で、児童

相談所の児童福祉司1人あたりの相談件数の増加と比較

して、児童福祉司の増員は格段に少ないものとなってい

る。こういった背景を受けて、2004年の児童福祉法改

正により、市町村が児童相談の一義的な相談機関と位置

づけられると共に、関係機関を含めた要保護児童地域対

策協議会の設置などが法制化され、さらに平成19年度

の改正により設置の努力義務が課せられた。しかしなが

ら、児童相談に対応する機関は増加したものの、格段に

児童相談所の負担が少なくなったという指摘は少ない。

むしろ、市町村支援等の業務が増加したという指摘も多

い。加えて、これより後に通告後24－48時間（所定時

問）以内の対応などが求められており、すなわち業務量

が増加、また多様化する中で、効率化が議論されないま

ま実践現場へ求められる専門性が高まっている状況と言

え、現状と求められる専門性とが相矛盾する状況とも言

える。

　欧米オセアニア諸国に目を向けると、1990年代より

子どものマルトリートメントに対する制度、対応モデル

のシステムリフォームが行われた。その中では、増加す

るマルトリートメント対応件数の増加に対して、少なか

らず効率性を高めることが検討されてきた。また効率性

を高める際に、システム化、特に統計結果等のエビデン

スを活用した客観的な議論を基にアセスメントシートや

対応モデルの検討が行われた。さらに実践・実施後の検

証結果を踏まえて、対応モデルの修正が行われてきた経

緯がある。

　目本においては、欧米オセアニアにおける具体的な

対応システムにっいての報告は多い。しかしながら、そ

れらのシステムの構築やリフォームがどのような視点で、

どのように行われてきたのかといったような経時的な部

分については報告が少ないのが現状であろう。また、そ

の結果、欧米オセアニアにおいて、実践されている基本

的な背景や考え方を十分に報告している論文も少ない。

従って、本研究では制度、対応モデルの中核的モデルと

して発展してきた区分対応モデルを取り上げることによ

り、その形態、検証の経緯と日本におけるマルトリート

メント対応システムとの比較を行い、課題の抽出と今後

のあり方について考察を得ることを目的とする。

II．研究方法

　区分対応モデルについて先行研究、および文献を分

析し、北米および諸外国における区分対応モデルの展開、

およびその検討の経緯を紹介する。その上で、わが国に

おけるマルトリートメント対応システムと、区分対応モ

デルの比較を行うことにより課題の検討を行うこととす

る。

I　H．研究結果

1．区分対応モデルの導入と特徴

1－1．北米を中心とした区分対応モデルの導入と普及

　区分対応モデル（Differential　Response　Model）は、

AI　ternat　ive　Response　Mode1、　Mul　t　i－truck　System，

Multiple　Response　Systemなどとも呼ばれる。複数の

表現方法があるが、基本的にリスクや二一ズに応じて区

分して対応がなされるため、筆者は便宜上これらのシス

テムを「区分対応モデル」と呼んでいる。

　北米では、1990年代に子ども虐待対応、特に伝統的

に分離・保護を前提とした公的サービス中心の子ども虐

待対応システムについての限界が社会的に認知された。

その結果マルトリートメント対応システムについてリフ

ォーム（Welfare　Refom）が検討されるようになった。

その検討の中での一つの流れとして、家庭からの子ども

の分離・保護を前提とした伝統的なサービス提供よりも、

むしろケースによってはストレングス視点で家族を捉え、

エンパワメントを行う援助モデルが適している場合もあ

ることが議論された。従って、基本的には初期段階にお

いてスクリーニングを行い、公的機関による分離・保護

を前提としたサービスか、あるいはコミュニティと連携

したエンパワメントを基本としたサービスが選択される

システムが、より現実的・効率的・効果的なシステムと

して考案された1）。

　区分対応モデルは1990年代後半から導入が進み、文

献上ではアメリカ2）、カナダ3）、イギリス、オーストラ

リア4）、ニュージーランド5）で導入を確認できた。

1－2．区分対応モデルの特徴

　区分対応モデルの最も大きな特徴は、マルトリート

メントヘの対応について、複数の介入方法（トラック、

ストリーム6）を持ち、通告のあったマルトリートメン

トの事例に対してスクリーニングを行い、適したトラッ

クが選択される。基本的には先述のように2つのトラッ

クが準備されている。①公的機関を中心とした分離・保

護を前提としたトラック、②地域のリソースと協働を行

い、エンパワメントを基本としたトラックである。（図

1）しかしながら、3つ以上のトラックが準備されてい

る州、地域もある7・8）Q

　トラックの割り当ては、例えば①差し迫った危険の

存在、②リスクレベル、③それまでの通告の数、④通告

者、⑤特徴（疑いのあるマルトリートメントの種類、被

虐待者の年齢）等で判断される。また一度スクリーニン

グを受けた後でも、調査、またはアセスメントの段階で
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追加補足された情報に基づき、当初に割り当てられたト

ラックが適当である可能性は変化する。危害が加わる恐

れや、あるいはリスクのレベルが増減することにより、

割り当てられるトラックを替えることもある9）。

ができず、それぞれのケースに適切に対応するには、刑

事告発から地域コミュニティによるペアレント・トレー

ニングまで幅広い対応が求められる13）。
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図1．区分対応モデルの基本的構造

　この複数のトラックにより成立するシステムは、法

律、政策、あるいは対応プロトコール等によって一連の

流れが確立されている。

2．個別の導入事例

　これまで全般的な流れを追ってきたが、文献、イン

ターネット等で比較的体系的に情報が得られたカナダ・

オンタリオ州の例を紹介したい10）。

2－1．カナダ・オンタリオ州の導入例

（1）導入の背景

　カナダではマルトリートメントの発生調査として各

州での調査、およびカナダ全土ではCanadian　Incident

Studyとしてとりまとめてきた。オンタリオ州では、州

の統計としてOntario　Incident　Study（以下、OIS）を

とりまとめている。その結果によると1993年から1998

年にかけて介入（investigation）が44，900件から

64，800件まで44％も増加し、確証が得られたケースは

12，300件から24，400件まで98％増加した11）。さらに、

2003年には介入の件数は128，108件、確証が得られた

ケースは58，425件まで139％増加した12）。

　しかしながら、対応件数が増加する中で、安全が脅

かされているケースは24％であった。逆にその他の明

らかなマルトリートメントが認められたケースは76％

であった。この76％の事例については、被害を受ける一

リスクにさらされているか、発達やウェルビーイングが

脅かされているケースといえる。マルトリートメントは

多面的な現象であり、政府による1つのプログラム、あ

るいは1つのサービス部門、サービスレベルでは対応

（2）区分対応モデルの導入と発展

　オンタリオ州では2003年に子ども家庭福祉サービス

に関する広範囲にわたる評価を行い、最終報告書をとり

まとめた。その報告書では、財務上持続可能なことを前

提に、サービス提供における改善点について勧告を行っ

た。2004年には子ども青少年サービス省は、省の多く

の部門と子ども保護機関の専門家を集めた検討会を立ち

上げた。検討会の役割は評価勧告を行い、そして州にお

ける子ども家庭福祉サービスの供給をよりよい方向に変

化させるために、政策を発展・修正し、法律を修正する

こととされた。これらの全体的なシステム改善の一環と

して、区分対応モデルが実施されるようになったω。

区分対応モデルの導入にあたっては、訪問調査を含め、

複数の先行する地方自治体のモデルを比較検討した。先

述の検討会は、区分対応モデルが最も効果的であると判

断し、オンタリオ州の子どもと家庭に対して適合できる

よう発展させた。このモデルは検討段階に入り、6つの

地域で実施とフィードバックが行われた15）。2004年に

は区分対応モデルが導入された。当初に導入したのは、

①伝統的な介入方法（公的機関における介入型のモデ

ル）と、②リスクが低いケースについてはコミュニティ

を基盤としたサービスを導入した16）。

　2007年には、2004年のシステムと同様、2トラック

の形式を取りながらも、②リスクの低いケースについて

は、より子どもと家族へ焦点を集めるよう改善し、状況

により家族の希望やコミュニティとの繋がりに応じて、

カスタマイズできるシステムが導入された。これらのプ

ロセスにおいて、スクリーニングやアセスメント等のツ

ールが充実され、より客観的に状況が把握できるよう検

討されてきた17）。

（3）区分対応モデルの目標

　オンタリオ州では2007年度の新しいモデルの導入に

際して、いくつかの目標をあげた。①子どもの安全やウ

ェルビーイング、パーマネンシーに焦点を当てること、

さらに②重篤でないケースには、さらにケースに敏感

（sensitive）に対応し、カスタマイズした対応を行う

こと、また③ストレングスのアセスメント、および意志

決定にっいては家族中心チーム意志決定モデル
（Family－CenteredTeamDecision－MakingModel）、次

世代の臨床ツール、強化したスクリーニング・ツールを

使用すること、④幅広い臨床課題に関して臨床ツールを

統合すること、⑤サービス提供に際して、子どもと家族

との契約（engagement）を重要視すること、⑥家族の

子どもが持つストレングスを重視し、家庭のカを伸ばす

こと、⑦サービス提供の計画立案と提供に際して、幅広
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いインフォーマル、およびフォーマルなサポートを組み

込むことであった18）。

（4）区分対応モデルを支えるツールの発展

　先述のようにオンタリオ州では、区分対応モデルを

含めた子ども家庭福祉サービスの包括的な改善の中で、

アセスメントやスクリーニングにっいてさまざまなツー

ルを開発してきた。2000年にはリスクアセスメントを

開発した。続いて、子どもの保護についての結果、およ

びよりよい安全と子どものウェルビーイングに関する結

果を基に、エビデンスに基づいた実践ツールと介入につ

いて検討が進められた。これらの延長として区分対応モ

デルが導入され、区分対応モデルのツール、そしてオン

タリオ州子ども保護基準（Child　Protection
Standards　in　Ontario、以下「子ども保護基準」と表

記）が作成された。ここにはオンタリオ州子ども保護意

志決定モデル（Ontario　Child　Protection　Decision

MakingMode1）も含まれる。また、オンタリオ州では

アメリカ合衆国ウィスコンシン州の子どもの調査センタ

ーが開発した構造化された意志決定モデル（The

StructuredDecision－MakingModel）を採用し、セン

ターからのコンサルテーションを受けるとともに、2つ

の大学において調査を実施した。続いて、提案されたモ

デルについてトロント大学の調査センターにおいて検証

を行った。検証においては子ども保護機関の95人のソ

ーシャルワーカーの意見を反映し、最終的なツールを作

成した19）。

　2007年の段階では、．局面や補足すべき内容ごとに以

下のツール群が整えられている。アセスメントや意志決

定に関する部分について、エビデンスに基づいた実践を

行う仕組み作りが整えられていると考えられる。

オンタリオ州における実践ツール群（2007）20）

・子どもの保護に求められるツール

　　○　セーフティ・アセスメント・ツール

　○　家族リスク・アセスメント・ツール

　o　家族と子どものストレングスと二一ズ・アセス

　　　メント・ツーノレ

　o　家族リスク再アセスメント・ツール

　o　再統合アセスメント・ツール群

　o　再統合再アセスメント・ツール群

・　補足的なスクリーニング・ツール

○

O

O

O

o

子どもの情緒的なウェルビーイング調査

アルコール依存調査ツール

薬物依存スクリーニング・ツール

大人の情緒的なウェルビーイング指標：ツール

家族サポート指標

3．日本の子どもへのマルトリートメント対応システム

　の発展

　目本ではマルトリートメントの全てを子ども虐待と

して表現される場合も多い。今回はマルトリートメント

の種類、あるいは特に深刻なケースを虐待と定義し、議

論を進める。

3－1．日本におけるマルトリートメント対応システムの

　　発展

　戦前の児童虐待防止法や実践の中での発見を除くと、

目本で子ども虐待の“社会的な発見”が行われたのは全

国児童相談所長会が調査を行った1980年代後半、ある

いは厚生労働省が児童相談所における子ども虐待対応件

数を集計・公表した1990年代前半と考えることができ

よう。その後、子ども虐待対応件数は右肩上がりで上昇

し、現在では年問40，000件を超えるまでとなった21）。

　1999年には増大する子ども虐待に対応するため、最

初の「子ども虐待対応の手引き」がまとめられ、更に

2000年には「児童虐待の防止に関する法律（子ども虐

待防止法）」が議員立法で成立した。その後も度々の改

正が行われる中で、2004年の児童福祉法改正における

子ども虐待防止対策等の充実・強化の一環として、市区

町村が児童相談の第一義的機関と定義され、市町村が担

う役割を法律上明確化するとともに、児童相談所の役割

を要保護性の高い困難な事例への対応や市町村に対する

後方支援とした。また、地方公共団体に要保護児童に対

する情報交換等を行う協議会（要保護児童対策地域協議

会）が設置できるようになり、守秘義務や情報の一元化

など、運営についての規定が整備された。さらに、

2007年の児童福祉法改正により、協議の設置が努力義

務化された。

　加えて、死亡事例の検証等から虐待通告から所定時

問以内の子どもの状況把握、およびこんにちは赤ちゃん

事業などが創設されるなど、施策が充実されてきた。

3－2．日本におけるマルトリートメント対応システムの

　　特徴

　日本におけるマルトリートメント対応システムの概

観を図2に示した。2004年の児童福祉法改正により、

市町村が第一義的な児童相談の対応機関に位置付けられ

ることにより、通告受理から援助にかけて、児童相談所

と市町村、要保護児童対策協議会の少なくとも3つのシ

ステムが存在するようになった。

　市区町村は主として①r一般的の子育て支援サービ

ス等の身近な資源を活用することで対応可能と判断され

る比較的軽微なケース」を担当し、都道府県が「重篤」

なケースを扱うこととなっている。また、市町村が情報

収集した後に②「立入調査や一時保護、専門的な判断、

あるいは児童福祉施設への入所等の行政権限を伴う」よ

うな「対応の困難なケース」は児童相談所に送致するこ

ととなっている。また、③施設退所後の子どもや家族へ
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の対応なども求められるようになった。

　一方で児童相談所は、市町村相互間の連絡調整や情

報提供、市町村職員に対する研修の実施等の必要な援助

を行うことに加え、従前通り、通告されたケースヘの対

応を行うものの、①都道府県のみに権限行使が可能な手

段も活用しつつ、子どもやその保護者に対する専門的な

支援、②施設退所後の子どもへの児童福祉司指導などの

専門的な支援、そして③児童家庭相談への市町村の対応

について技術的援助や助言を行うこととされている22）。

　また、要保護児童対策地域協議会は、多機関による

協働が円滑に進むために、責任体制の明確化と守秘義務

によって、情報共有の明確化と一元的な情報管理を図る

ために設置された。関係機関が参加し、設置した地方公

共団体が地域協議会の運営の中核となり、情報共有や連

絡調整を行うこととされた23）。

帝轟 騨簾機翻

還魯
’

蕊一ズキサッチ

通懸
饗檬叢発灘鰐譲

塘鐵鑛議会

通讐蚕理　　　　　　　　　　　　　　通憲嚢遷

スクヲーニング・

　アセスメント

スク§ノーニング・

　ア蟹スメント一
　
　潅蕪等

擾麟 援鋤

欝感簿村 鷺嚢嬢談漸

図2．日本におけるマルトリートメント対応システムの概観図

べ一スが構築されており、このデータベースを中心とし

て記録がまとめられていく。要保護児童対策地域協議会

では、取り扱われたケースについて台帳に記載され、進

行管理がなされる。

4－2．差異

　しかしながら細かく見てみると、類似点で上げた特

に①③について、実は大きな差異があることが分かる。

まず、市町村と児童相談所との役割分担についてである

が、ケースヘの対応のみならず、①通告の受理等も市区

町村主管課と児童相談所の両方で行われている。従って

北米のようにコールセンター等で一括して受理が行われ、

得られた情報から所定の形式でスクリーニングを行い、

適切な対応機関に割り振られるという形式ではない。市

町村担当と児童相談所の双方が、それぞれの判断により、

自ら対応するケースなのか、他方に対応してもらうケー

スなのかを決めることとなる。次に記録については、③

記録を把握する規模が異なる。要保護児童対策地域協議

会の事務局では、挙がってきたケースを台帳に記入し、

記録を残していくため市区町村単位の記録である。北米

のCentral　Directoryは州単位で構築されており、州

を超えない範囲で引越等があっても以前対応したケース

の把握は可能である。

　　　　　　IV．考察

一今後の日本のシステム改善の視点一

1．2004年の児童福祉法改正（システムリフォーム）

　の振り返り

4．区分対応モデルと日本のマルトリートメント対応シ

　ステムの比較

　目本におけるマルトリートメント対応システムは、

先に紹介した区分対応モデルと比較すると類似と差異が

ある。

4－1．類似

　まず、類似点としては、①市町村、児童相談所で役

割分担を行っている点である。2004年の児童福祉法改

正により、特に市町村は「児童家庭相談に応じることを

市町村の業務として法律上明確にし、住民に身近な市町

村において、虐待の未然防止・早期発見を中心に積極的

な取組みを求め」ることとなり、児童相談所は「都道府

県（児童相談所）の役割を、専門的な知識及び技術を必

要とするケースヘの対応や市町村の後方支援に重点化」

することとなった。そのため、②市町村で連携した対応

が必要なケースに要保護児童対策地域協議会や個別の助

言や支援により、連携して対応することである。また、

③北米では基本的にCentral　Directoryというデータ

　日本の子ども1万人あたりの児童福祉司数と北米の

国、地域のマルトリートメント対応のソーシャルワーカ

ー数と比較してみると図3のようになる。目本の児童

福祉司配置、および配置基準は、カナダのオンタリオ州、

および米国のソーシャルワーカーの配置と比較して、圧

倒的に少ない。一方で、日本では児童福祉司はさまざま

なケースを担当しているため、北米のようなマルトリー

トメントの対応に留まらず、単純には比較できないが、

ワーカー一人あたりの担当ケース数は平均75件を超え

ている2生25）。これらの現状を考えると、少なくとも人

員配置だけでなく　「効率」あるいは更に進んで専門性の

高い人材が対応するケースのr選択と集中」が進められ

るのは自然であろう。これは、北米を中心にしたシステ

ム改善（Welfare　Reform）が、公的システムだけでは

マルトリートメント対応が間に合わないことが社会的に

認識されることによって始まったとも考えられることに

よっても確認できる26）。

　日本において2004年の児童福祉法改正により、児童

相談所だけでなく市区町村、関係機関をシステムに組み

込み、特に対応するワーカー、および機関の数を増加さ
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せることは自然な判断だったと思われる。しかしながら、

市区町村を児童相談の第一義的な機関として位置付ける

とともに、難しいケースに関しては児童相談所からのバ

ックアップが行われることとされた。しかしながら、例

えば、児童相談所における虐待対応件数は増加し、また

ストレス量も減っていない27）。さらに、対応すべきケ

ース数の増加の影響を除いても、市区町村のバックアッ

プ、システム構築のための援助、あるいは要保護児童対

策地域協議会での協議などの新たな業務等により、負担

は増えている可能性さえある。従って、児童福祉司の対

応すべきケース数が減り、ケースに見合った援助が行え

る体制に再構築ができたのか、あるいは実際の負担が減

ったのかどうかにっいては疑いの余地があり、システム

の再評価が必要である。

が共有されるような対策や、手間と時問がかかったとし

ても客観的なツール作成は不可欠であろう。また、市区

町村という細かい単位でデータを台帳管理することは非

効率である。データベース等によって関係機関の把握す

る情報を効率的に共有することが必要であろう。加えて、

データベースそのものの運用のコストとしては、ある程

度広域な範囲でのシステム構築が効率的であると考えら

れる。従って、都道府県レベルで児童相談所に導入され

つっあるデータベースシステムを市区町村も利用できる

形で統合化する方向や、要保護児童対策協議会における

台帳管理システムを共通化し、都道府県単位や将来導入

が想定される道州制単位などへ拡張を準備する方向など

が検討されるべきであろう。

3．ワーカーの専門性と価値観
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図3．米国、カナダ・オンタリオ州、日本における子ども

　　1万人あたりのワーカー数と担当ケース数

2．通告受付と情報の統合、および一元化

　マルトリートメント対応システムにおいて、多機関

連携を実施していくためには、通告・受理からの、スク

リーニング・アセスメントも含め、サービス実施等にっ

いての情報のマネジメントが必要不可欠である。

　目本では、要保護児童対策協議会において、情報共

有が必要なケースについて、対応を話し合い、台帳によ

って管理する。しかしながら、全てのケースを扱うわけ

でなく、また再発の危険性のあるケースなどの情報につ

いても、対応機関が要保護児童対策協議会に提出してい

ない場合など、連携が必要であっても台帳に掲載されな

い可能性もある。また、要保護児童対策協議会に出すケ

ースの基準などもまちまちと考えられる。昨年度報道さ

れた死亡事例等でも、虐待やDVの可能性をキャッチし、

関係機関の適正な情報共有と具体的な対応を行えば、深

刻な事態に至らない事例もあったのではないだろうか。

　各機関が要保護児童対策協議会で取り扱うことが必

要と判断したケースの情報共有を行い、対応機関同士で

話し合うだけでは不十分であり、明確なスクリーニング

　児童相談所の児童福祉司の専門性については、これ

までも様々な文献で指摘がなされている。また、人事の

中では、一般行政職の割合が高くなり、長期にわたって

福祉の現場に関与していくことが予想できる福祉専門職

については、未だに過半数に届かない。もちろん、各自

治体の人事上の課題があるにせよ、福祉専門職採用を行

っている自治体がある一方で、一般行政職のみで運営さ

れている児童相談所も多く、差が大きい28）。先に述べ

たように、欧米先進国と比較して、日本では児童福祉司

1人当たりの担当ケースが多く、対人口比が際だって少

ない。このような現状の中で、2004年の児童福祉法改

正により、さまざまな機関が参画する可能性を模索し、

対応する人員や機関を部分的にでも増やせたことに対し

て、一定の評価はできる。専門性を担保するためには、

専門家が限られている以上、その確保や効果的な配置が

重要となってくる。また、それぞれの専門家が実践や意

志決定そのものに多くの時問が割けるシステム作りのた

めに、システム全体のパフォーマンス向上をめざした効

率化が必要であろう。

　一方で、2004年の児童福祉法改正以降は、区市町村

と児童相談所がそれぞれ対応したケースをスクリーニン

グ、アセスメントし、必要なケースは相互に送致、通告、

支援等を行うようになっている。しかしながら、専門性

には視点や重要性の判断へとつながる価値観も含まれる

ように、通告された機関それぞれが、アセスメント、あ

るいはスクリーニングを実施することにより、職員配置

等の結果、専門性が一律に担保できない可能性が否めな

い。価値観の違う機関や専門家同士では、アセスメント

やスクリーニングの結果も異なることが予測される。一

貫した専門性の担保について、現状では大きな課題があ

ることが予測される。

4．実践ツール類の充実
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　目本においては、専門性の不足や差異、あるいは価

値観の溝を埋めていくためにも、情報共有に加え、スク

リーニング・ツールやアセスメントシートなど、対応課

題を把握できる共通のツールづくりも途上である。その

ため、専門性を持った自治体と、持っていない自治体と

対応の差が大きいことも予想される。

　ツールの作成としては、例えば複数の自治体の先行

例を元に「家庭復帰の適否を判断するためのチェックリ

スト」等が作成された29）。しかしながら、これらのツ

ールが作成されることそのものには意義が大きいものの、

実際にその評価について、実践における客観的な評価を

行って使用されているものは少なく、効果について疑問

の余地が残される。何が検討されるべきかを十分に議論

された上で、サービスを受けた後にどのような経過をた

どっているのかを含めたエビデンスに基づき、目本のレ

ベルを十分踏まえ、さまざまなツール開発等が段階的に

進められることが望まれる。

5．アカウンタビリティの確保

　子ども虐待対応については、統計データや実証的議

論が限定的にしか行われない中、厚生労働省の設置する

委員会等で一部の専門家の見解だけで制度政策が実施さ

れてきた。そのため、現状では、効果測定、データの共

有・分析、コスト評価を踏まえたシステム設計について、

十分とは言い難い。しかしながら、以上のことについて、

時代背景に即応するシステムを構築することも同時に求

められており、一概に問題視できる状況ではない。また、

子ども虐待対応について数値にしづらいことは否めない

だろう。しかしながら、客観的な分析ができない制度設

計を行ってきたのも確かなのではないだろうか。

　制度が設計される際に、現場感覚を質的に理解した

実践者を中心にとし、先行する国・地域のこれまでのマ

ルトリートメント対応システムの変遷を含め、多角的な

視点による検討を行うことが重要である。加えて、シス

テム評価ができるよう留意された制度設計が行われるべ

きであろう30）。これらにより、政策展開、あるいは実

践に対するアカウンタビリティが保障されるべきである。

　また、客観的な効率、あるいは社会的なコスト等を

導出できていないことは、社会的責任として、政策立案

者だけでなく、自分自身を含めた研究者全体の大きな課

題といえる。これはマルトリートメントヘの対応に限ら

ず、子ども家庭福祉分野全般の課題であろう。

V。おわりに

　本稿では、海外における子どもへのシステムリフォ

ームの動きから、一つの流れとして区分対応モデルを紹

介した。加えて、日本のマルトリートメント対応システ

ムとの比較を行い、その課題について検討した。現状で

は、この分野において先行する北米等におけるシステム

リフォームなども十分に検討されないまま政策の展開が

進んでおり、目本はこれらにおいて検討された課題の分

析や解決方法について積み残されたまま施策が展開され

ていると考える。これらの積み残したピースを改めて検

討し、地道に分析・検討を行っていく必要があろう。

　特に、分野そのものにおいて業務量が増加し、また

対応機関の増加や子どもだけでなく親への支援なども含

めて多様化するなかで、効率化が議論されないまま実践

現場へ求められる専門性、あるいは労働量が高まってい

る状況である。先行する国々がどのように課題に対応し

ているのかを改めて検討し、目本の現状に併せて可能な

限りその教訓を生かした施策が望まれる。また、2004

年の児童福祉法改正によるシステムリフォームをはじめ

として、過去の施策についても再検討される必要があろ

う。また、国や省庁において検討される際も、目本の現

状や法制度・制度立案に詳しい研究者だけではなく、現

場の実践者、先行する国・地域におけるシステム構築に

精通した研究者、エビデンスを効果的に導き出すための

方法論に詳しい研究者等が、議論に参画する比重を高め

ていく必要があろう。
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423



日本子ども家庭総合研究所紀要　第45集

8）　Merkel－Holguin，LA，Kaplan，C，　Kwak，A．，　National　Study

　on　Di　fferent　ia　l　Re　spons　e　i　n　Ch　i　l　d　We　l　fare．　AMERI　CAN

　HUMANE　　ASSOCIATION　　AND　　CHILD　　WELFARE　　LEAGUE　　OF

　AMERICA，pp．89－90，　2006。

9）前掲書8，p．10．

10）例えば、北米における各州の状況については、前掲書8，

　pp．26－105に紹介されている。

11）Trocme，R．C．Chamberland．，Re－involving　the　co㎜unity：

　The　need　for　a　differential　response　to　rising　child

　welfare　　caseloads　　in　　Canada．　　4th　　National　　Child

　Wel　fare　Symposium，　Banff　Alberta，　2003．

12）　　Fallon，B．，　N．Trocme，　D．Knoke．　etc．，　The　Ontario

　Incidence　Study　of　Reported　Child　Abuse　and　Neglect

　2003；　Major　　Findings．　CECW　　Information，　Centre　　of

　Excellence　for　Child　Welfare，　P．6，　2005．

13）前掲書11．

14）カナダ・オンタリオ，Child　Protection　Standards　in

　Ontar　io，　p．2，　2007．

15）前掲書14．

16〉カナダ・オンタリオ州が作成したChild　Protection

　Standards　in　Ontario，2004に掲載された対応のプロセス

　図より判断した。

17）前掲書14．

18）前掲書14，p．3．

19）前掲書14，pp．3－4．

20）MinistryofChildrenandYouthServices，Ontario，

　CANADA，　　Ontar　i　o　　Ch　i　l　d　　Prot　ec　t　i　on　　Too　l　s　　Manua1，

　Ontario，　Canada，　2007．

21）厚生労働省雇用均等・児童家庭局，児童相談所における児

　童虐待相談対応件数等，2008．

22）厚生労働省雇用均等・児童家庭局，児童相談所運営指針，

　市町村児童家庭相談援助指針，2009．

23）厚生労働省雇用均等・児童家庭局（2009）r要保護児童対

　策地域協議会設置・運営指針」

24）高橋重宏他，児童福祉分野における職員の専門性及びそ

　の国際比較に関する研究．厚生労働科学研究費補助金（子ど

　も家庭総合研究事業），2002・2003．

25）高橋重宏，澁谷昌史他，児童福祉司の職務とストレスに

　関する研究．日本子ども家庭総合研究所紀要43：3－42，

　2007．

26）Waldfoge1，J．，Differentialresponse：Anew

　paradigm　　for　　child　protection，　The　　future　of　child

　protection：　How　　to　　break　　the　　cycle　　of　　abuse　　and

　neglect，　pp．137－147，　1998．

27）前掲書25．

28）前掲書25。

29）才村純，改正児童虐待防止法の円滑な運用に関する基礎研

　究．財団法人こども未来財団調査報告書，2008．

30）李政元，アカウンタビリティがソーシャルワークに要請す

　ること，日本社会福祉実践理論学会通信，68，2006．

注）本稿執筆後に、日本において既に記述された文献について

紹介を受けたため追記したい。区分対応モデル（以下の文献で

はr区別対応システム」）そのものについては、本稿より詳し

い内容が記述してある。

・桐野由美子，家族と子どもに優しい児童保護パラダイム：区

　別対応アプローチによる家族支援，京都ノートルダム女子大

　学40周年記念出版編集委員会他，家族のかたち，金子書房，

　193－226，　2002．

・桐野由美子，アメリカの取り組みと教訓，津崎哲郎他，最前

　線レポート　児童虐待はいま：連携システムの構築に向けて，

　170－183，2008．

424


	03-0131.pdf
	03-0132.pdf
	03-0133.pdf
	03-0134.pdf
	03-0135.pdf
	03-0136.pdf
	03-0137.pdf
	03-0138.pdf

